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全国市長会「市政」偶数月連載

『地域医療再生への途
アスクレピオスの杖を探して』





本日は

•「大変革の時代における
自治体病院の存在意義」と
いうテーマで議論を行いま
す



新潟県は

自治体病院協議
会発祥の地



戦後急激に増えた自治体病院
• 戦後、荒廃した地域の医療を再建するため
に自治体病院が多数設立された

• しかし経営は厳しく、昭和32年に日本医師会

長に就任した武見太郎氏の影響で、開業医
に有利な診療報酬体系（技術軽視、薬価の
利益大きい）が続く

• 入院の診療報酬は低く、質の高い医療を提
供することが使命の自治体病院は赤字に苦
しむ



自治体病院協議会の結成
• 昭和37年4月、約1100の自治体病院が大同

団結し「全国自治体病院協議会」が設立され
る

• 全自病協は、昭和28年に結成された全国都
道府県立病院協議会が前身となっている

• 都道府県立病院協議会時代から全自病協の
設立にかけて事務局は新潟県立十日町病院
にあった

• その中心となったのが事務局長の尾口平吉
氏であった





コロナ禍前後の
自治体病院



2019年9月26日
公的病院等424病院
再検証要請の衝撃



NHKニュースウオッチ９に
録画出演

•公表当日、香川県で仕事をして
いた
•NHKから電話があり、録画でコメ
ントがほしいという話になった
•羽田に着いて渋谷のNHKで録画
をした



報道されたコメント
• （対象病院の）数が多すぎる。事前に予告等もな
いままにやるので各病院で働く人や患者に不安
を与える可能性が高い。

• 『あの病院は危ない』と風評被害さえも起きかね
ない。

• 病院の統合再編の議論は地域住民をまき込みな
がら行う必要がある。

• 統合や再編の必要性が高い地域もあるのでそう
いうところはちゃんと進める。丁寧な議論が必要
である。

• やらない決断があって良い。地域が主体的に考
えるべき。



全国の病院現場から
批判を受ける



新型コロナウイルスと
地域医療構想

•これまでの地域医療構想
の議論で感染症の議論は
なかった



再検証要請病院の
相当数が
新型コロナウイルスの
患者を受けた



厚生労働省「医療機関の新型コロナウイルス感染症患者の受入状況等について（１月末時点）」



地域医療構想との関係
• 2021年 12月の「第７回地域医療確保に関する国と地

方の協議の場」で、厚生労働省は「地域医療構想の
推進の取組は、病床の削減や統廃合ありきではなく、
各都道府県が、地域の実情を踏まえ、主体的に取組
を進めるもの」と表明

• 2021年 12 月決定「新経済・財政再生計画 改革工程
表 2021」は、第８次医療計画（2024年度〜）の策定作
業と併せて、2022・2023年度において、民間医療機関

を含め「地域医療構想に係る各医療機関の対応方針
の策定や検証・見直しを求める」とする

• 各経営強化プランは、当該自治体病院の地域医療構
想に係る具体的対応方針として位置付けられる



総務省「公立病院経営強化ガイドライン説明会（20220420）」資料



2020年1月

新型コロナウイルス
の国内蔓延







自治体病院の
存在意義の１つは
初期の新型コロナ
患者を受入れた
ことにある



初期のコロナ患者の受入
• 未知の感染症の患者を受ける恐怖
• 治療にあたった医療スタッフのコロナ感染
• 手探りの治療法、突然重症化、死亡する
患者

• PPE、N95マスク、検査器械・キットなどの不
足

• 国民の不理解による風評被害
• 多くの病院が自治体病院の使命として積
極的に患者を受け入れた



総務省準公営企業室2021年1月25日地方自治体向け説明会資料



厚生労働省「医療機関の新型コロナウイルス感染症患者の受入状況等について（補足資料）」



経営形態別新型コロナ確保病床数上位10位病院数
都道府県 人口（千人） 自治体 国立等 公的等 大学附属 医療法人等 最も病床数の多い病院 病床数

北海道 5,250 4 5 2 0 0 市立札幌病院・市立旭川病院 70

青森県 1,246 4 1 1 0 4 八戸赤十字病院 42

岩手県 1,227 8 0 2 2 0 盛岡赤十字病院 44

宮城県 2,306 5 1 1 2 1 東北大学病院 55

秋田県 966 4 1 4 0 1 県立循環器・脳脊髄センター 43

山形県 1,078 8 0 1 1 0 山形県立中央病院 47

福島県 1,846 3 0 2 0 5 いわき市医療センター 48

茨城県 2,860 1 1 4 2 2 水戸日赤・古河日赤 50

栃木県 1,934 0 1 3 1 5 国立栃木医療センター 54

群馬県 1,942 5 2 2 1 0 前橋赤十字病院 45

埼玉県 7,350 2 2 1 2 3 羽生総合病院 80

千葉県 6,259 3 0 0 4 4 国際医療福祉大学成田病院 71

東京都 13,921 10 1 0 0 0 都立多摩総合医療センター 245

神奈川県 9,198 4 1 1 3 1 横浜市立市民病院 72

新潟県 2,223 5 1 3 0 2 魚沼基幹病院 60

富山県 1,044 5 1 3 1 0 富山県立中央病院 70

石川県 1,138 6 1 3 0 0 国立金沢病院・金沢市立病院 28

福井県 768 4 1 2 1 2 福井総合病院 64

山梨県 811 6 0 1 1 2 県立中央病院・山梨大附属病院 60

長野県 2,049 7 1 2 0 1 松本市立病院 43

岐阜県 1,987 4 1 3 1 1 県立下呂温泉病院 62

静岡県 3,644 7 0 1 2 1 中東遠総合医療センター 45

愛知県 7,552 4 0 2 3 1 県立愛知病院 100

三重県 1,781 4 2 3 0 1 松阪市民病院 42



都道府県 人口（千人） 自治体 国立等 公的等 大学附属 医療法人等 最も病床数の多い病院 病床数

滋賀県 1,414 5 1 3 0 1 県立総合病院 36

京都府 2,583 2 2 1 0 6 宇治徳洲会病院 60

大阪府 8,809 7 1 0 0 2 八尾市立病院 107

兵庫県 5,466 9 1 1 0 2 県立加古川医療センター 100

奈良県 1,330 6 2 1 0 1 県立医科大学附属病院 80

和歌山県 925 6 3 1 0 0 県立医大紀北分院 74

鳥取県 556 3 3 2 1 1 県立厚生病院 47

島根県 674 4 2 1 1 2 島根大学医学部附属病院 44

岡山県 1,890 2 1 2 1 3 倉敷スイートホスピタル 50

広島県 2,804 5 2 2 1 0 県立広島病院 53

山口県 1,358 2 5 1 1 1 県立総合医療センター 49

徳島県 728 6 1 2 1 0 県立三好病院 46

香川県 956 6 2 1 1 0 三豊総合病院 41

愛媛県 1,339 4 1 1 1 3 県立中央病院 43

高知県 698 5 1 1 1 2 高知医療センター 50

福岡県 5,104 1 2 2 2 3 国立福岡東医療センター 56

佐賀県 815 2 4 2 1 1 佐賀県医療センター好生館 84

長崎県 1,327 7 2 0 1 0 長崎大学病院 51

熊本県 1,748 6 4 0 0 0 くまもと県北病院 56

大分県 1,135 4 1 2 1 2 済生会日田病院 51

宮崎県 1,073 3 2 0 0 4 延岡共立病院 34

鹿児島県 1,602 2 1 0 1 6 青雲会病院 32

沖縄県 1,453 4 0 0 1 5 県立宮古病院 47

自治体数 33 4 2 1 11

平均病院数 4.6 1.4 1.6 0.9 1.7

自治体31院、国立等3院、公的等5院、大

学附属5院、医療法人等6院

厚生労働省の「新型コロナウイルス感染症対策に係る各医療機関内の病床の確保状況・使用率等の報告（2021年12月1日実績日）」における各都道
府県における確保病床数について、病床数上位10位の病院を経営形態別に表にした 
自治体病院には、自治体立医科大学附属病院含む。国立等にはJCHO、労災病院含む、公的等には共済組合立含む。病床数10位の病院がある場合
すべてカウントしたので病院数が10を超える都道府県が存在する



民間病院の多い都道府
県では病床確保に苦しむ



都市部都道府県人口・病床数・COVID-19確保病床（2021年1月6日）

病床数については医療施設調査（2019年10月1日現在）、新型コロナ確保病床、入院者数は「療養状況等及び入院患者受入病床数等に
関する調査について」により作成

国の病院から国立大学法人を削除し、国立大学・私立学校法人で計算、公立大学病院は自治体病院に含まれる
東京都保健医療公社は公益法人設置であるが、COVID-19での対応を踏まえて公的病院・自治体病院にカウントした
1月6日以降、神奈川県と京都府は確保病床数を精査し、神奈川県1939床→1555床、京都府720床→416床に減らしており、減少後のデー
タで計算している

全国 北海道 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 愛知県 京都府 大阪府 兵庫県 福岡県

人口（単位万人：2018年推計） 12,644 529 733 626 1,382 918 754 259 881 548 511

総病床数 1,529,215 93,167 62,753 59,309 127,422 74,020 67,121 34,633 105,441 64,440 83,874

国・公的病院 440,288 26,981 9,786 13,105 24,065 17,119 22,384 9,522 21,100 17,930 12,857

うち自治体病院 221,898 13,628 4,413 7,417 11,533 10,038 12,147 4,445 10,668 12,590 4,399

医療法人・個人 872,261 60,076 43,770 39,165 61,384 41,492 37,555 19,155 70,464 40,373 58,794

国立大学・私立学校法人 54,068 1,570 4,894 5,157 20,008 6,690 3,784 1,235 4,677 2,149 4,770

国・公的病院病床割合 29% 29% 16% 22% 19% 23% 33% 27% 20% 28% 15%

うち自治体自治体病院病床割合 15% 15% 7% 13% 9% 14% 18% 13% 10% 20% 5%

医療法人・個人病床割合 57% 64% 70% 66% 48% 56% 56% 55% 67% 63% 70%

国立大学・私立学校法人病床割合 4% 2% 8% 9% 16% 9% 6% 4% 4% 3% 6%

新型コロナ確保病床数（2021年1月6日
現在）

27,650 1,811 1,267 1,144 4,000 1,555 1,102 416 1,572 756 600

新型コロナ確保病床数/人口千人当 0.22 0.34 0.17 0.18 0.29 0.17 0.15 0.16 0.18 0.14 0.12

入院者数（2021年1月6日現在） 13,093 835 826 531 3,134 673 649 249 1,040 530 392

病床使用率（2021年1月6日時点） 47% 46% 65% 46% 78% 43% 59% 60% 66% 70% 65%



民間病院の多いわが国
の医療体制はどのように
して生まれたのか





公的病院の病床規制
• 昭和37年「公的性格を有する病院の開設等

を規制し医療機関の地域的偏在を防止する
とともにその計画的整備を図ることを目的と
する医療法の一部改正法案」が議員提出法
案として可決成立

• 法律は、自治体病院を含む公的病院の病床
を規制するものであった

• 私的病院は、開業医が病院を新たに開設し、
病院の規模を拡大するという形で増加



自治体病院と民間病院の数

厚生労働省「医療施設調査」より作成



自治体病院と民間病院の病床数

厚生労働省「医療施設調査」より作成



出典：社会保障国民会議最終報告参考資料



医療費地域差指数
と自治体病院
•自治体病院の病床数の割合の
高い都道府県の医療費の地域
差指数は低い傾向がある

•民間病院の病床数の割合の高
い都道府県は地域差指数は高
い傾向がある



自治体病院病床割合・地域差指数相関図相関係数-0.46

２０１５年医療施設（動態）調査・医療費の地域差分析データより作成
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医療法人病床割合・地域差指数相関図 相関係数0.61
地域差指数

２０１５年医療施設（動態）調査・医療費の地域差分析データより作成
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都道府県別地域差指数に対する寄与度

厚生労働省保険局調査課「平成26年度医療費の地域差分析」平成２8年９月

国保＋後期高齢者医療制度



令和6・7年度後期高齢者制度被保険者均一保険料率

厚生労働省「後期高齢者医療制度の令和６･７年度の保険料率について」

均一保険料率（年額・率）

令和４・５年度 令和６・７年度

被保険者均等割
額
（円）

所得割率

（％）

被保険者均等
割額
（円）

所得割率

（％）

全国 47,777 9.34 50,389 10.21

北海道 51,892 10.98 52,953 11.79

青森県 44,400 8.80 46,800 9.90

岩手県 40,900 7.36 43,800 8.53

宮城県 44,640 8.62 47,400 9.28

秋田県 44,310 8.27 45,260 9.02

山形県 43,100 8.80 47,600 9.43

福島県 44,300 8.48 45,900 8.98

茨城県 46,000 8.50 47,500 9.66

栃木県 43,200 8.54 45,600 8.84

群馬県 45,700 8.89 49,100 10.07

埼玉県 44,170 8.38 45,930 9.03

千葉県 43,400 8.39 43,800 9.11

東京都 46,400 9.49 47,300 9.67

神奈川県 43,100 8.78 45,900 10.08

新潟県 40,400 7.84 44,200 8.61

富山県 46,800 8.82 46,800 8.82

石川県 48,500 9.53 50,760 9.88

福井県 49,700 9.70 49,700 9.70

山梨県 40,980 8.30 50,770 11.11

長野県 40,907 8.43 44,365 9.45

岐阜県 46,023 8.90 49,412 9.56

静岡県 42,500 8.29 47,000 9.49

愛知県 49,398 9.57 53,438 11.13

三重県 44,589 8.99 48,903 9.82

滋賀県 46,160 8.70 48,604 9.56

京都府 53,420 10.46 56,340 10.95

大阪府 54,461 11.12 57,172 11.75

兵庫県 50,147 10.28 52,791 11.24

奈良県 50,500 9.93 51,500 10.55

和歌山県 50,317 9.33 54,428 11.04

鳥取県 47,436 9.10 52,138 10.64

島根県 50,880 9.35 50,160 10.08

岡山県 47,500 9.50 50,200 10.49

広島県 45,840 8.67 49,621 9.63

山口県 53,417 10.34 57,012 11.52

徳島県 56,044 10.47 56,311 10.55

香川県 50,800 9.80 54,000 10.41

愛媛県 49,140 9.09 51,930 10.16

高知県 55,500 10.50 56,000 10.78

福岡県 56,435 10.54 60,004 11.83

佐賀県 54,100 10.23 57,100 11.09

長崎県 49,400 9.03 52,400 10.31

熊本県 54,000 10.26 58,000 10.98

大分県 53,600 10.32 59,200 11.55

宮崎県 48,400 9.08 51,700 10.08

鹿児島県 56,900 10.88 59,900 11.72

沖縄県 48,440 8.88 56,400 11.60



アフターコロナの時代
の自治体病院に何が
起きているか



今後深刻化が確
実な看護師不足



都市部もへき地も全て看護師
不足になることが予想される

•講演者が現場に入ると、これまでへ
き地で不足していた看護師不足が都
市部でも起き始めていることを感じる

•調査でもコロナの患者を受けた都市
部の大規模病院において、コロナ対
応で疲れた若手看護師が大量に退
職している



2023年4月13日全国自治体病院協議会「新型コロナウイルス感染症の5類移行を見据えたアンケート調査」



2023年4月13日全国自治体病院協議会「新型コロナウイルス感染症の5類移行を見据えたアンケート調査」



看護師不足は
構造的なもの



激減する日本の
出生数



わが国の出生数及び合計特殊出生率の年次推移

厚生労働省令和5年(2023)人口動態統計月報年計（概数）の概況



合計特殊出生率
•合計特殊出生率は１人の
女性が一生に産む子供の
数を指数化したもの

•日本の合計特殊出生率は
欧米に比べて低い状況に
ある



各都道府県の合計特殊出生率

厚生労働省令和5年(2023)人口動態統計月報年計（概数）の概況により作成
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平成に入っての18歳の人口の推移（2023年以降は予測）

4割減少

これからさらに減少

文部科学省「１８歳人口と高等教育機関への進学率等の推移（2023年9月25日）」のデータにより作成
2023年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計、出生中位・死亡中位」を基に作成

実際の数は72万人



医療人材配分
• 2023年の日本の出生数72万7277人

• 2023年医学部定員9,384人（文部科学省
データ）

• 2021年薬学部定員13,205（2022年7月22

日薬学部教育の質保証専門小委員会
資料）

• 看護師養成所総定員258,068 （2022年
度、日本看護協会データ） 



医療介護人材提供体制
•他分野への人材配分を考え
ると医療介護分野への配分
できる人材の数には制約があ
る

•わが国の医療介護人材提供
体制は崩壊する可能性が高
い



急増する高齢者

•医療人材の供給が減少する
中で、都市部を中心に高齢者
は急増する

•医療需要に対して供給が対
応できなくことが予想される



新型コロナの蔓延

•今回の新型コロナウイルス感
染症の蔓延による医療の逼
迫は、将来の本格的な少子
高齢社会の到来による医療
提供体制の逼迫を先取りした
もの



バッファーとしての役割
•自治体病院はバッファーとなり、医療
提供体制のすき間を埋めていくこと
が求められる

•新型コロナウイルス感染症における
公立病院の活躍は、医療提供体制
のすき間を埋める公立病院の持つ
ポテンシャルが示されたもの



バッファー（緩衝器）としての医療

バッファー（緩衝器）としての医療

新興感染症や災害など
突発的な事件への対応

効率的で質の高い医療
の実現

後期高齢者の急増に対
応した医療の提供

地域の医療人材不足
への対応

講演者作成



人材不足時代の医療機関

•看護師などの医療人材に余裕
があった状況では、給与の安い
人材を集めて病院経営ができた

•競争原理が機能したのが人材
余りの時代

•人手不足の時代には競争原理
が通じなくなると思われる



将来の18歳人口減
を踏まえて
看護師の雇用を
いかに図るか



定年延長の影響
•公務員の定年65歳への延長もあ

り、これまでより毎年の定年退職
者数が少なくなっている

•看護職員の大量採用、大量退職
が通常であった都市部の高度急
性期病院で看護師不足が目立っ
ている



地方中小病院
•地方の中小自治体病院は元々若手
看護師の採用が少なかったので、定
年延長で一段落している病院もある
（看護師不足の深刻な病院も多い
が）

• 65歳定年延長が完成し、若年・中堅
看護師の不足が深刻化すると入院
医療を存続できなく病院が相次ぐ危
険性が高い



前倒しの人材不足対策
•今後、18歳人口の減少、深刻な

看護師など医療人材不足は確実
である

•時代を読んだ前倒しの医療人材
対策を行わないと地域の医療は
継続できない時代となっている



看護師不足に対する対策①
• 看護師のライフデザインを考え、働きがいのある
職場とすることが必要となる

• 認定看護師、特定行為研修修了看護師の増加
• 看護は女性のするものという考えを改め、男性看
護師の雇用を図る

• 給与や研修体制を充実させる
• 老朽化した病院の新築建て替え
• 食堂や休憩室、仮眠室などの労働環境の改善
• 院内保育の充実
• 就学資金貸与制度の充実



看護師不足に対する対策②
• 安価で居住できる職員住宅の確保（住居手当制度
は事務職員中心の考え方、自治体外から敷金・礼
金を払って住居手当1/2支給の住居手当で勤務す
る看護師はいない）

• さらにはコロナ対応で減少した、職場コミュニケー
ションの改善

• 病床の削減による看護体制の見直し（夜勤回数の
削減）

• 看護補助者の雇用増（常勤の介護福祉士の雇用
も検討すべきである）

• 外国からの看護補助者の雇用検討
• 男性看護補助者（定年退職後）の雇用



看護師不足に対する対策③
• 最新の労働負担軽減ツールの導入などによる労
働負担の軽減（眠りスキャンなどの見守りIT機器の
導入、PHSからインカム・スマホ導入に変更）

• 専門看護師、認定看護師、認定看護管理者の資
格手当の支給

• 看護部長・副部長・師長を希望する人材を増やす
ために、管理職手当以外に診療に関しての時間外
勤務手当の支給（管理職を罰ゲームにしない）

• これから一層深刻化する看護師不足問題に前倒し
で取り組む必要がある 



指定管理者制度の導入
• 病院経営の悪さから、指定管理制度を導入
しようという自治体が少なくない

• 指定管理者制度は、職員全員の解雇を前
提とする

• 職員の人件費を下げて利益を出すビジネス
モデル

• 人手不足から人件費が上がればビジネス
モデルの優位性を失う

• モチベーションの下がった看護師の大量退
職を招き、医療崩壊を起こす危険性のある
政策になっている



医療インフラとして
の病院建て替えを
考える



高騰する
病院建築費



建設費の高騰
•若者人口の減少による人手不足
（労務費の増加）

•東日本大震災、東京オリンピックの
建設需要の影響を受けて病院建
設費は増加の傾向にあった

•新型コロナの蔓延、ウクライナ戦争、
国内大型開発の影響で病院建設
費は一層高騰している



医療福祉機構「2022 年度（令和4年度）福祉・医療施設の建設費について」



医療福祉機構「2022 年度（令和4年度）福祉・医療施設の建設費について」



経営を断念する民間病院

•わが国の病院のかなりが昭和・
平成の時代に建設され、老朽化
している

•建物の老朽化と看護師不足から
経営を断念する民間病院も出て
きている



医療インフラとしての病院建物

• 本来病院建物は、その国の医療インフ
ラとしてある程度計画的に整備を図るべ
きもの

• 民間病院の多いわが国では、競争原理
に基づき無秩序に建設されてきた

• 建設費高騰、診療報酬抑制で病院建物
の更新が停まってしまう可能性がある

• それは国の医療インフラ政策としては望
ましい形ではない



日本の病院インフラ
更新の視点
• 自治体病院の建替えには、地方交付税
措置のある病院事業債が認められてい
る

• 税金投入の意義として、医療圏、地域の
必要性に対応した医療インフラの更新と
いう視点もあるのではないか



病院事業債特別分の意義

•病院事業債は自治体病院の機能
分化・連携強化を進めるため40％
の交付税措置が認められている

•令和6年度は基幹病院以外の病
院にも拡大

•政策として合理的と考える



総務省準公営企業室資料



令和6年度病院事業債特別分の拡大

総務省資料



過疎地域指定
•地方公営企業年鑑には記載
されていないが過疎地の指定
を受ければ、過疎債を病院建
物・医療機器の整備に充当可
能となる（充当率５０％）



自治体病院の整備財源（2015年度以降）

病院事業債（50％）

70％を普通交付税措置
元利償還金の1/2に

ついて一般会計から
の繰り出し
1/2を病院が返済

建設事業費

過疎債（50％）

30％を町
が返済

25％〜40％

を普通交付
税措置



過疎地域指定
•市町村が過疎地の指定を受けれ
ば、過疎債を自治体病院の建物・
医療機器の整備に充当可能とな
る（充当率５０％）

•都道府県立病院は過疎債の対象
外



過疎債の積極活用
•地方の小規模病院で過疎債が適用
可能であるのに現状維持で建物が
老朽化し、患者や医療スタッフの流
出に苦しんでいる病院も多い

•過疎債を活用し、病院を建て替え
て、医療スタッフを集めた方が収益
的にも良いと考える



60床の病院を過疎債
を充当して建設した
場合の返済額
（福岡県糸田町の例）



糸田町立緑ヶ丘病院整備基本計画（令和６年３月）40ページ



病院事業費シュミュレーション

•医療機器を含めた事業費として32.5
億円（消費税込み）を想定

•合計整備費約33億円（全て起債：過
疎債50％、企業債50％）

•過疎債約16.5億円（交付税措置率
70％）、企業債約16.5億円（交付税
措置率25％か40％）



交付税措置を除いた実負担（企業債交付税措置25％時）

• 過疎債分（自治体実負担30％分）約4.95億円

• 30年分割とすれば糸田町が一般会計で年1,650万円返済

• 企業債分（交付税措置25％の時、残りの75％を自治体と
病院が折半）約12.4億円（30年分割とすれば年4,125万円
返済）

• 糸田町負担約6.2億円（年2,066万円）−病院会計に繰り出
し

• 病院負担が約6.2億円（年2,066万円）−病院が病院収益で
返済

• 糸田町負担合計約11.15億円（過疎債分約4.95億円、企
業債分約6.2億円）

• 糸田町は30年分割とすれば年3,716万円を返済

• 病院負担約6.2億円（30年分割とすれば年2,066万円返
済）



交付税措置を除いた実負担（企業債交付税措置40％時）

• 過疎債分（自治体実負担30％分）約4.95億円

• 30年分割とすれば糸田町が一般会計で年1,650万円返済

• 企業債分（交付税措置40％の時、残りの60％を自治体と
病院が折半）約9.9億円（30年分割とすれば年3,300万円
返済）

• 糸田町負担約4.95億円（年1,650万円）−病院会計に繰り
出し

• 病院負担が約4.95億円（年1,650万円）−病院が病院収益
で返済

• 糸田町負担合計約9.9億円（過疎債分約4.95億円、企業債
分約4.95億円）

• 糸田町は30年分割とすれば年3,300万円を返済

• 病院負担約4.95億円（30年分割とすれば年1,650万円返
済）



自治体病院として
存続できれば
•毎年国から億を超える、地方交
付税措置でお金が入ってくる

•経営を改善し、交付税措置だけ
で運営できる病院を目指すこと
が重要である



とは言っても
病院建築は
簡単でない



相次ぐ入札不調

•建設業者の指名競争入札
を行うものの不調となる例
も起きている



総務省の推奨する
新しい建設発注方式



20230129総務省準公営企業室関係資料



コンストラクションマネージャー

• コンストラクションマネージャー（CMR）が、技

術的な中立性を保ちつつ発注者の側に立っ
て、設計・発注・施工の各段階において、設
計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、
品質管理、コスト管理などの各種のマネジメ
ント業務の全部又は一部を行う方式

• CMRが適切な助言・提案・資料作成等を実施

することで発注者を補完できる効果などが期
待される



20230129準公営企業室関係資料



ECI方式
•ＥＣＩとは、Early Contractor 

Involvementの略

•早期（Early）に施工者
（Contractor）が設計に関与
（Involvement）すること

•施工者は工事契約とは別に設計
業務への技術協力を行う



通常の官庁発注

設
計
会
社
選
定

実
施
設
計

詳
細
設
計

工
事
着
工

建
設
会
社
選
定

建
設
費
見
積

基
本
設
計

指名競争入札 指名競争入札



ECI方式

設
計
会
社
選
定

実
施
設
計

工
事
費
見
積

工
事
着
工

施
工
予
定
者
選
定

工
事
費
概
算
見
積

基
本
設
計

プロポーザル プロポーザル 建設会社の協力を得
て設計会社が設計

講演者作成



スペースプログラム
•基本設計業者選定の前にコ
ンストラクションマネージャー
にスペースプログラム（たたき
台）を作成してもらう

•ローコストで完成度の高いス
ペースプログラムを作ること
で、建築費の枠を作る



（仮称）三豊市立新病院建設事業基本計画



（仮称）三豊市立新病院建設事業基本計画



（仮称）三豊市立新病院建設事業基本計画



危機の時代の
自治体病院
•これから、危機の時代に自治体
病院の役割は高まってくること
が確実である

•自治体病院の存在意義はこれ
からさらに高まってくると考える



将来の危機に備える

•将来の危機に対して、現状維持
では危機を乗り越えることはでき
ない

•危機を見越して準備をするのが、
公の税金が投入されている自治
体病院の責務



学会参加者の皆様の
今後のご活躍を
期待しております
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